
平成２６年度自己評価計画書平成２６年度自己評価計画書平成２６年度自己評価計画書平成２６年度自己評価計画書 石川県立田鶴浜高等学校

重点目標 具体的取組 主担当 現 状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備 考

１ 共通教科と専門教 ① 授業でＩＣＴ機器、視 教 務 課 学習意欲の喚起の 【努力指標】 「授業においてＩＣＴ機器、視聴 Ｃ以下の場合は、 職員によるアン

科の指導連携によ 聴覚教材を効果的に ための方策としてＩ 学習意欲の喚起に 覚教材を活用している」の肯定 活用方法、研修 ケートを７月・１２

り学習意欲を喚起 活用し、学習内容の ＣＴ機器の活用を 繋がるよう、ＩＣＴ機 評価の割合が 内容を再検討す 月に実施する。

し、分かる授業への 理解を促進する。ま 試みる授業が増え 器、視聴覚教材が る。

工夫改善に努め学 た、生徒自身がＩＣＴ つつある。さらに、Ｉ 授業中に適切に活 Ａ ８０％以上

力の向上を図る。 機器を活用する場面 ＣＴ機器の特性を 用されている。 Ｂ ７０％以上

を設定し、言語活動 理解し、分かる授 Ｃ ６０％以上

の充実を図る。 業に向けて活用方 Ｄ ６０％未満である。

法について検討す

る必要がある。

② 学習意欲を喚起し学 教 務 課 昨年度の授業評価 【満足度評価】 「授業は分かりやすく工夫されて Ｃ以下の場合は、 生徒による授業

力の向上を図るた 結果で「授業の分 分かる授業への工 いる」と評価した生徒の割合が 指導方法や指導 評価を７月・１２

め、学習形態や指導 かりやすさ」が他の 夫改善がされてい 内容を再検討す 月に実施する。

方法、指導内容を精 アンケート項目と る。 Ａ ８５％以上 る。

選する。 比較し低かった。 Ｂ ８０％以上

Ｃ ７５％以上

Ｄ ７５％未満である。

③ 教科間の情報交換を 共通教科 昨年度「教科間の 【努力指標】 「教師間での指導連携をしてい Ｃ以下の場合は、 職員によるアン

密に行い、学力の向 専門教科 指導連携をしてい 指導連携により学 る」の肯定評価の割合が 教務委員会を開 ケートを７月・１２

上を図る。 る」の肯定評価が 力の向上が図られ 催し、教科間の指 月に実施する。

５３．５％だった。 ている。 Ａ ８０％以上 導連携について

共通教科と専門教 Ｂ ７０％以上 協議する。

科の指導連携を一 Ｃ ６０％以上

層強化する必要が Ｄ ６０％未満である。

ある。

重点目標 具体的取組 主担当 現 状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備 考

２ 専門教科指導の充 ① 専門教科の知識・技 衛 生 国家試験演習で、 【成果指標】 偏差値４２未満の生徒が B以下の場合は、 看護模試(全国)
実とブランド化に向 術の確実な定着を図 看 護 科 本校が目標とする 国家試験演習で専 A ０人 指導方法を再検 を実施し、評価

けた質の向上に努 るため、目標レベル レベルに達してい 門科目の偏差値４２ B ２人 討する。 する。

め、看護師・介護福 に達するまで補習・ ない生徒がいる。 未満の生徒が０で Ｃ ４人

祉士国家試験１０ 個別指導を実施す ある。 Ｄ ５人以上 である。

０％合格を継承す る。

る。 ② 専門教科の知識・技 専 攻 科 国家試験演習で、 【成果指標】 偏差値４０未満の生徒が B以下の場合は、 看護模試(全国)
術の確実な定着を図 本校が目標とする 国家試験演習で専 A ０人 指導方法を再検 を実施し、評価

るため、目標レベル レベルに達してい 門科目の偏差値４０ B １人 討する。 する。

に達するまで補習・ ない生徒がいる。 未満の生徒が０で Ｃ ２人

個別指導を実施す ある。 Ｄ ３人以上 である。

る。

③ 施設実習において実 健 康 施設利用者との関 【成果指標】 実習評価の意欲・協調性の項目 （１、２年生） 実習終了後評価

習指導者と連携を図 福 祉 科 係作りはできるが、 （１、２年生） の評価が「３以上」である生徒の 評価が２以下の する。

り、実習に対する意 施設職員・関連職 実習評価の意欲・協 割合が 場合、対象生徒

欲や協調性を高め 種との関係作りが 調性の項目の評価 A １００％ に対して個別面

る。 できない生徒がい が４段階中３以上で B ９０％以上 談を行う。

る。 ある生徒の割合が Ｃ ８０％以上

９０％以上である。 Ｄ ８０％未満 である。



３年生には知識の確 国家試験演習で、 （３年生） （３年生） （３年生） 全生徒が一定レ

実な定着のための 本校が目標とする 模擬演習の得点率 クラスの平均得点率が Ｃ以下の場合、対 ベルに達するま

個々に合った指導方 レベルに達してい が７０％以上であ Ａ ８０％以上 象生徒に対して で指導を継続す

法を工夫する。 ない。 る。 Ｂ ７０％以上 個別指導と勉強 る。

Ｃ ６０％以上 方法の見直しを

Ｄ ６０％未満 である。 行う。

重点目標 具体的取組 主担当 現 状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備 考

３ 地域の医療・福祉を ① 地区説明会、個別説 総 務 課 看護師・介護福祉 【成果指標】 各科の推薦・一般それぞれの志 Ｃ以下の場合は、 年度末に評価す

支える人材確保に 明会等の開催、公開 教 務 課 士の必要性につい 昨年度より志願者 願者数が昨年度より 広報活動の方法 る。

向け、本校が果たす 授業の実施、ホーム て一定の理解が得 数が増加している。 の見直しをする。

役割の啓発に努 ページの内容充実に られているが、看 Ａ 大きく上回った。(２０%以上)
め、志願者の開拓 より、本校への理解 護・福祉への関心 Ｂ 上回った。 (１０%以上)
に取り組む。 を深める。 を志願に結びつけ Ｃ 変わらなかった。

る工夫が必要であ Ｄ 下回った。 (１０%以上)
る。

② 小・中学校への出前 衛 生 医療・福祉の関係 【成果指標】 小・中学校への出前授業や本校 Ｃ以下の場合は、 目標回数が、年

授業や本校での交流 看 護 科 機関では本校の理 小・中学校への出前 での交流学習の回数が 情報提供の強化 度末 であ る た

学習を継続発展させ 解が深まってきて 授業や本校での交 Ａ ２０回以上 を行う。 め、前期では半

る。 健 康 いるが、小・中学校 流学習の実施回数 Ｂ １５回以上 数以上を目標と

福 祉 科 での理解は低いよ が増加する。 Ｃ １０回以上 する。

うである。 Ｄ １０回未満 である。

重点目標 具体的取組 主担当 現 状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備 考

４ 部活動や生徒会活 ① 部活動の積極的な参 生 徒 会 部活動に対する積 【成果指標】 アンケートにて、部活動に積極 ＣまたはＤの場 ７月・１月にアン

動等への積極的参 加を推奨し、意欲、忍 極性がより必要で 校外実習日以外の 的に参加できた生徒の割合が 合、参加率の低 ケートを実施す

加を図り、看護や福 耐力、規範意識を養 ある。 活動日の参加状況 Ａ ９０％以上 い生徒に個別指 る。

祉の道を志す生徒 成する。 を数値化する。 Ｂ ７０～９０％未満 導を行う。

にふさわしい人間力 Ｃ ５０～７０％未満

を育成する。 Ｄ ５０％未満

② 縄跳び（二重跳び）の 体 育 科 個人の能力（技術・ 【成果指標】 二重跳びが連続３０回以上できる ＣまたはＤの場合 １０月以降、毎

実施により、自己記録 体力）の差が大き 挑戦意欲を持続する 生徒の割合が には、個別指導を 月評価する。

の更新に努めながら、 い。 ことができる。 Ａ ８０％以上 行う。

諦めない態度や体力 Ｂ ７０％以上

の向上を図る。 Ｃ ６０％以上

Ｄ ６０％未満 である。

③ 挨拶をする習慣を身 総 務 課 挨拶が十分でない 【成果指標】 保護者アンケートで Ａ＋Ｂの割合が ＰＴＡ総会、７月

につける。 生 徒 会 生徒がいる。 挨拶が自然にでき Ａ ほとんど全ての生徒が挨拶している。 ９５％以下の場合 と１２月の保護

生 徒 る。 Ｂ 多くの生徒が挨拶している。 は、集会などを通 者懇談の３回

指 導 課 Ｃ 挨拶している生徒は半数程度。 して注意喚起をう アンケートを実

Ｄ 挨拶している生徒は半数以下。 ながす。 施する。

Ａ＋Ｂの割合が９５％以上であ

る。


